
貸     借     対     照     表

（２０２１年３月３１日  現在 ）

（単位：百万円）

科                     目 金           額 科                  目 金           額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

 流  動  資  産 49,276  流  動  負  債 60,765

17,376 6,750

13,380 3,195

6,820 22,487

554 641

507 114

4,583 455

4,588 11,286

1,465 2,278

3,264

471

174

9,645

 固  定  資  産 326,053  固  定  負  債 240,203

241,665 74,269

45,831 87,030

10,824 42,243

5,076 351

22,654 701

10,199 28,697

1,066 6,908

960 300,969

5,538 (純 資 産 の 部)

4,943  株　　主　　資　　本 74,296

△ 53 19,000

15,300

15,300

39,996

39,996

圧 縮 積 立 金 20,817

圧縮特別勘定積立金 358

繰 越 利 益 剰 余 金 18,820

 評　価　・　換　算　差　額　等 63

63

74,360

375,329 375,329

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

災 害 損 失 引 当 金

前 受 収 益

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

未 収 還 付 法 人 税 等

未 収 収 益

未 払 消 費 税 等貯 蔵 品

前 払 金 前 受 金

未 払 金

そ の 他

そ の 他投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 連 事 業 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

支配株主からの長期借入金

退 職 給 付 引 当 金各 事 業 関 連 固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

1 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

資 本 剰 余 金

環 境 対 策 引 当 金

未 払 費 用

そ の 他

長 期 借 入 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

環 境 対 策 引 当 金

預 り 保 証 金

資 本 金

賞 与 引 当 金

1 年 以 内 返 済 支 配 株 主 か ら の
長 期 借 入 金

 １



損    益    計    算     書

２０２０年４月　１日 から

２０２１年３月３１日 まで

（単位：百万円）

科                目 金          額

営 業 収 益 133,620

営 業 費 142,684

営 業 損 失 9,063

営 業 収 益 16,598

営 業 費 6,466

営 業 利 益 10,132

1,068

受 取 利 息 及 び 配 当 金 53

そ の 他 431 484

支 払 利 息 1,345

そ の 他 146 1,492

61

固 定 資 産 売 却 益 10

工 事 負 担 金 等 受 入 額 4,479

助 成 金 受 入 額 274

そ の 他 97 4,862

固 定 資 産 除 却 損 507

固 定 資 産 圧 縮 損 2,919

環 境 対 策 費 185

減 損 損 失 492

災 害 損 失 290

災害損失引当金繰入額 166

そ の 他 191 4,752

170

178

△ 14 164

6

 (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。　　　　　　　　　

鉄 道 事 業

関 連 事 業

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

２



 

個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品   移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物及び 2016 年４月１日以後に取得した構築物については定額法、その他は定率法によっ

ております。ただし、鉄道事業取替資産については、取替法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ３ ～ 60年 

車両 10 ～ 30年 

機械装置 ５ ～ 17年 

工具器具備品 ２ ～ 20年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取決めがある場合は、

当該残価保証額）とする定額法によっております。 



 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

（2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上したものと、それにかかる社会

保険料の会社負担額を含めて計上しております。 

（3）災害損失引当金 

2018年６月 18日に発生した大阪北部地震に伴う、修繕費用等の支出に備えるため、その見

積り額を計上しております。 

なお、現時点で合理的に見積ることが困難な復旧費用等については、災害損失引当金に含め

ておりません。 

（4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。 

（5）役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

（6）環境対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。 

 

４．工事負担金等の会計処理方法 

鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方

公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。 

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得

原価から直接減額して計上しております。なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額

を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損と

して特別損失に計上しております。 

なお、特別利益に計上した「工事負担金等受入額」のうち収用等に伴う受入額（1,449百万

円）を除いた額は 3,030百万円であり、特別損失に計上した「固定資産圧縮損」のうち収用等

に伴う圧縮額を除いた額は４百万円であります。 

 

  



 

５．ヘッジ会計の方法 

金利スワップはすべて特例処理の要件を満たしているものであるため、特例処理によってお

ります。 

 

６．消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

 

表示方法の変更に関する注記 

（貸借対照表） 

前事業年度において、「未収金」に含めて表示しておりました「未収還付法人税等」は、金額的

重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「未収還付法人

税等」は 19百万円であります。 

 

追加情報 

当社の持分法適用会社の秋田臨海鉄道株式会社は、2020年６月 19日開催の臨時取締役会におい

て、同社の事業終了、解散に向けた協議をすることを決議いたしました。今後、解散に向け資産・

負債の整理等を進め、その過程で固定資産の撤去も必要となる可能性がありますが、撤去の範囲、

金額及び負担関係は今後自治体等と協議を進める予定であり、影響額を現時点で見積もることは困

難であります。なお、今後の負担が必要な場合、翌事業年度以降の財政状態及び経営成績に重要な

影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

貸借対照表に関する注記 

1. 担保に供している資産 供託金 10 百万円 

 宅地建物取引業法第 25条に基づく営業保証金であります。 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 445,187 百万円 

3. 保証債務の内容及び金額                      （単位：百万円） 

被 保 証 者 保証金額 被 保 証 債 務 の 内 容 

京 葉 臨 海 鉄 道 ㈱ 3,312 金融機関からの借入れに対する債務保証 

北九州貨物鉄道施設保有㈱ 2,101 同     上 

水 島 臨 海 鉄 道 ㈱ 462 同     上 

債 務 保 証 計 5,876  

4. 関係会社に対する金銭債権債務 

 関係会社に対する金銭債権 短期金銭債権 6,244 百万円 

 関係会社に対する金銭債務 短期金銭債務 6,403 百万円 

  長期金銭債務 4,757 百万円 

5. 固定資産の科目ごとの総額 

 有形固定資産 301,005 百万円   

  土 地 33,152 百万円 建 物 92,621 百万円 

  構築物 48,814 百万円 車 両 105,546 百万円 

  その他 20,870 百万円 

 無形固定資産  2,392 百万円 

6. 固定資産の取得原価から直接減額された 

  工事負担金等累計額 19,736 百万円 



 

 

損益計算書に関する注記 

1. 営業収益 150,218 百万円 

 鉄道事業 133,620 百万円 貨物運輸収入 115,435 百万円 

    運輸附帯収入等 18,185 百万円 

 関連事業  16,598 百万円 

2. 営業費 149,150 百万円 

 運送営業費及び売上原価 112,674 百万円 

 販売費及び一般管理費 8,971 百万円 

 諸税 7,441 百万円 

 減価償却費 20,062 百万円 

3. 関係会社との取引高 

  営業収益 57,946 百万円 営業取引以外 

  営業費 22,925 百万円 の取引高 4,086 百万円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式に関する事項 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

普通株式 380,000株 － － 380,000株 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発生の主な

原因は、圧縮積立金等であります。 

また、評価性引当額として繰延税金資産から控除した額は 412百万円であります。 

 

金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関と支配株主からの借入に

より資金を調達しております。 

未収運賃並びに未収金に係る顧客の信用リスクは、収入支出事務規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の

把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、変動金利による長

期借入金については、金利変動リスクに対して一部の契約を除き、金利スワップ取引を実施して支

払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行

うこととしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額(*) 

時価(*) 差 額 

(1) 現金及び預金 17,376 17,376 － 

(2) 未収運賃 13,380 13,380 － 

(3) 未収金 6,820 6,820 － 

(4) 未収還付法人税等 554 554 － 

(5) 投資有価証券    

その他有価証券 639 639 － 

(6) 未払金 (22,487) (22,487) － 

(7) 未払費用 (641) (641) － 

(8) 未払法人税等 (114) (114) － 

(9) 長期借入金 (81,020) (82,555) (1,535) 

(10) 支配株主からの長期借入金 (90,225) (82,861) 7,364 

(11) 預り保証金 (16,965) (18,375) (1,409) 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)未収運賃、(3)未収金並びに(4)未収還付法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

(5)投資有価証券 

これらの時価については、取引所の価格によっております。 

(6)未払金、(7)未払費用及び(8)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

(9)長期借入金及び(10)支配株主からの長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定しております。変動金利による長期借入金は一部の契約を除き、金利ス

ワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の

合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算

定しております。 

(11)預り保証金 

これらの時価については、元利金の合計額を当該預り保証金の残存期間及び信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

（注）２．投資有価証券及び関係会社株式のうち、非上場株式（子会社株式 6,906 百万円、関連

会社株式 3,292 百万円、その他有価証券 427 百万円)及び一部の預り保証金（13,544 百

万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなど

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上記の表中には含めてお

りません。 

（注）３．長期借入金、支配株主からの長期借入金及び預り保証金に係る貸借対照表計上額及び時

価については、それぞれ１年以内に返済される予定のものが含まれております。 



 

資産除去債務に関する注記 

一部の賃借不動産について賃貸借契約に基づく原状回復義務を、また所有する一部の建物につい

て解体時に法令等の定めによる石綿の除去義務をそれぞれ有しており、除去費用等を合理的に見積

り、資産除去債務を計上しております。 

また、当社の鉄道施設のうち河川橋りょうは、河川法（昭和 39 年法律第 167 号）第 31 条の規

定により、用途を廃止した施設のうち、河川管理者が管理上必要と認めた場合には、これらの施設

を撤去し、原状回復する義務を有しており、撤去費用等を合理的に見積もることができる施設につ

いては資産除去債務を計上しております。但し、撤去費用等の見積もりが困難である施設について

は、資産除去債務を計上しておりません。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸複合物流施設、賃貸商業施設

等を所有しております。 

2. 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時   価 

78,912 319,900 

 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注）２．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づく金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映して

いると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。 

ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を

反映していると考えられる指標に重要な変化が生じていない場合には、当該評価額や指

標を用いて調整した金額によっております。 

（注）３．開発中の資産については、時価を把握することが極めて困難であるため、上表には含め

ておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

関連当事者との取引に関する注記 

1.  親会社及び法人主要株主等                     （単位：百万円） 

種類 
会社等

の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科 目 

期末 

残高 

主要株主 独立行

政法人

鉄道建

設・運

輸施設

整備支

援機構 

被所有 

直接 100.0% 

設備投資に

係る資金の借

入等 

設備投資に

係る借入金 

(注 1) 

(注 2) 

274 １年以内返済

長期借入金 

長期借入金 

 

3,195 

87,030 

設備投資に

係る助成金 

    （注 3） 

274 － － 

並行在来線

における鉄道

貨物輸送に

係る調整金 

(注 4) 

13,065 未収金 4,122 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．借入金は、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成 10 年法律第

136号）」第 13条第２項及び附則第５条第１項の規定に基づく無利子のものであります。 

（注）２．2020 年９月 18 日付で契約を一部変更しております。それにより、当事業年度の借入

金償還額が 3,195百万円減少しております。 

（注）３．助成金は、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成 10 年法律第

136号）」附則第５条第１項の規定に基づく助成金であります。 

（注）４．調整金は、「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14年法律第 180 

号）」附則第 11条第１項第１号の規定に基づく助成金であります。 

 

2.  関連会社等 （単位：百万円） 

種類 
会社等

の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科 目 

期末 

残高 

子会社 ジ ェ イ

アール

エ フ商

事㈱ 

所有 

直接 100.0% 

リース資産賃

貸借・物品購

入等 

役員の兼任 

役員の派遣 

リース資産の

購入 

(注) 

2,598 短期リース債務 

長期リース債務 
2,274 

4,722 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） リース資産の購入については、市場の実勢価格を勘案し、その都度交渉の上、取引条件を

決定しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 195,684 円 37銭 

2. １株当たり当期純利益 16 円 63銭 


